
事業仮契約書 新旧対照表 

該当ページ 内容 新 旧 

Ｐ３ 修正 第９条及び盛岡地区広域消防組合議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得及び処分に関する条例 

第９条及び盛岡地区広域行政事務組合議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得及び処分に関する条例 

Ｐ８ 

（第５条） 

修正 ⑺ ｢解体撤去業務｣とは、業務要求水準書第２章３⑶に規

定する業務をいう。 

⑺ ｢解体撤去業務業務｣とは、業務要求水準書第２章３⑶

に規定する業務をいう。 

Ｐ８ 

（第５条） 

修正 ⒀ ｢基本設計図書｣とは、業務要求水準書第３章６⑶イ

(ウ)に規定される基本設計図書をいう。 

⒀ ｢基本設計図書｣とは、業務要求水準書第３章６⑶(ウ)

に規定される基本設計図書をいう。 

Ｐ１１ 

（第９条） 

修正 ２ 事業者は、組合に提出した実施体制図に変更があった

ときは、変更後７日以内に、変更された実施体制図を組合

に提出しなければならない。 

２ 組合に提出した実施体制図に変更があったときは、変

更後７日以内に、変更された実施体制図を組合に提出しな

ければならない。 

Ｐ１１ 

（第１０条） 

追加 ３ 事業者は、第１項の履行保証保険契約の締結にかえ

て、この契約による債務の不履行により生じる損害金及び

違約金を保証する銀行、組合が確実と認める金融機関又は

保証事業会社(公共工事の前払保証事業に関する法律(昭和

２７年法律第１８４号)第２条第４項に規定する保証事業

会社をいう。)の保証を付すことができる。 

４ 前項の保証の額は設計・建設期間中の設計費・建設費

及び工事監理費の金額の１００分の１０以上とし、保証の

期間は設計・建設期間とする。 

 

Ｐ１１ 

（第１１条） 

修正 ⑶ 本敷地の条件（形状、地質、湧水インフラ整備状況等

の条件をいうものとし、埋蔵文化財、土壌汚染及び地中障

害物に係る条件を含む。次号において同じ。）について業

務要求水準書及びその他一般に利用可能な資料に示された

又は業務要求水準書及びその他一般に利用可能な資料から

合理的に想定し得る自然的又は人為的な条件と実際の現場

が一致しないこと。 

⑶ 本敷地の条件（形状、地質、湧水インフラ整備状況等

の条件をいうものとし、埋蔵文化財、土壌汚染及び地中障

害物に係る条件を含む。次号において同じ。）について業

務要求水準書に示された又は業務要求水準書から合理的に

想定し得る自然的又は人為的な条件と実際の現場が一致し

ないこと。 
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Ｐ１２ 

（第１２条） 

修正 ２ 事業者は、前項又は前条第２項の通知を受けたとき

は、７日以内に、組合に対して業務要求水準書を変更する

場合の費用の増減、日程変更の必要の有無等を通知し、組

合と協議を行わなければならない。 

３ 前項の通知の日から１４日を経過しても前項の協議が

整わない場合において、組合は、必要があると認めるとき

は、業務要求水準書、別紙１の事業日程又はサービス対価

を変更し、事業者に通知することができる。この場合にお

いて、事業者に増加費用又は損害が発生したときは、組合

は必要な費用を負担しなければならない。ただし、事業者

が増加費用又は損害の発生を防止する努力を怠った場合に

おいては、この限りでない。 

２ 事業者は、前項又は前条第２項の通知を受けたとき

は、７日以内に、組合に対して次に掲げる事項を通知し、

組合と協議を行わなければならない。 

 

３ 前条第２項の通知の日から１４日を経過しても前項の

協議が整わない場合において、組合は、必要があると認め

るときは、業務要求水準書、別紙１の事業日程又はサービ

ス対価を変更し、事業者に通知することができる。この場

合において、事業者に増加費用又は損害が発生したとき

は、組合は必要な費用を負担しなければならない。ただし 

、選定事業者が増加費用又は損害の発生を防止する努力を

怠った場合においては、この限りでない。 

Ｐ１２ 

（第１３条） 

修正 ３ 事業者は、組合がモニタリングの実施及びその他この

契約に基づき事業者の業務を確認し、 

３ 組合はモニタリングの実施及びその他この契約に基づ

き事業者の業務を確認し、 

Ｐ１６ 

（第２４条） 

修正 事業者は、業務要求水準書に従い、自らの費用で、システ

ム設計企業との協議を行い、必要な機能が確保されるよう

設計への反映を行う。 

 

２ 前項の協議の結果、事業者が実施する工事に増加費用

が発生するときは、その負担について組合と事業者が協議

して定めるものとする。 

事業者は、業務要求水準書に従い、自らの費用で、システ

ム企業との協議を行い、必要な機能が確保されるよう基本

設計への反映を行うとともに、実施設計段階においても、

必要な機能が確保されるよう対応する。 

２ 前項に定めるもののほか、工事期間中に組合が別途発

注する工事があった場合には、当該工事との調整を行うも

のとする。 

Ｐ１７ 

（第２８条） 

修正 ２ 前項に基づく変更に起因して、 ２ 第１項又は第２項に基づく変更に起因して、 

Ｐ１８ 修正 ４ 事業者は、組合の承諾を得た場合を除き、設計変更を ４ 事業者は、組合の承諾を得た場合を除き、組合に提出
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（第３２条） 行うことはできない。 した設計変更を行うことはできない。 

Ｐ２０ 

（第３７条） 

修正 第３７条 事業者は、業務要求水準書及び提案書に定めら

れた内容の工事監理業務を行う。 

２ 事業者は、業務要求水準書に従い、事故の費用によ

り、システム企業と施工計画、工事工程等の協議及び調整

を行うものとする。ただし、調整の結果、事業者が実施す

る工事に増加費用が発生するときは、その負担について組

合と事業者が協議して定めるものとする。 

３ 前項のほか、組合及び組合の構成市町村が個別に発注

する工事があった場合は、自己の費用で、これに係る調整

を行う。ただし、調整の結果、事業者が実施する工事に増

加費用が発生するときは、その負担について組合と事業者

が協議して定めるものとする。 

第３７条 事業者は、業務要求水準書及び提案書に定めら

れた内容の工事監理業務を行う。 

２ 事業者は、業務要求水準書に従い、事故の費用によ

り、システム企業と施工計画、工事工程等の協議及び調整

を行うものとする。 

 

 

３ 前項のほか、工事期間中に組合が個別に発注する工事

があった場合は、自己の費用で、これに係る調整を行う。 

Ｐ２０ 

（第３９条） 

修正 第３９条 設計・建設期間における本敷地の管理は、第７

条第２項により事業者に貸し渡されたものとみなされたと

きから、事業者が善良なる管理者の注意義務をもって行

う。 

第３９条 設計・建設期間における本敷地の管理は、事業

者が善良なる管理者の注意義務をもって行う。 

Ｐ２１ 

（第４０条） 

修正 ２ 事業者が前項の規定により実施した各種調査等の不

備、誤謬等又は事業者が各種調査等を行わなかったことか

ら生じる責任及び追加的な費用は、 

２ 事業者が第２項の規定により実施した各種調査等の不

備、誤謬等又は事業者が各種調査等を行わなかったことか

ら生じる責任及び追加的な費用は、 

Ｐ２１ 

（第４１条） 

修正 ２ 組合は、中間確認を実施することとしているにもかか

わらず、中間確認を受けることなく次の工程の施工がされ

た場合、又は工事の施工部分が業務要求水準書、設計図書

及び提案書に適合しないと認められる相当の理由がある場

２ 組合は、中間確認を実施することとしているにもかか

わらず、中間確認を受けることなく次の工程の施工がされ

た場合、又は工事の施工部分が業務要求水準書若しくは設

計図書に適合しないと認められる相当の理由がある場合に
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合において、 おいて、 

Ｐ２３ 

（第４６条） 

修正 ４ 組合は、本条に基づく完工確認の実施を理由として、

本件施設の設計及び建設の全部又は一部について何らの責

任を負担するものではない。 

４ 組合は、本条に基づく完工確認の実施を理由として、

本件施設の設計、建設、構築の全部又は一部について何ら

の責任を負担するものではない。 

Ｐ２５ 

（第５３条） 

修正 ４ 法令の変更により、工期延長等が生じ、本件施設の引

渡しが遅延した場合、当該遅延に起因して事業者に生じた

合理的な増加費用及び損害の負担については、別紙８の規

定に従う。 

４ 法令の変更により、工期延長等が生じ、本件施設の引

渡しが遅延した場合、当該遅延に起因して事業者に生じた

合理的な増加費用及び損害の負担については、別紙４の規

定に従う。 

Ｐ２６ 

（第５６条） 

修正 第５６条 事業者は、解体撤去企業に解体撤去業務を請け

負わせて、解体撤去業務を実施する。解体撤去企業が請け

負った業務の一部を、さらに第三者に請け負わせるとき

は、事前に組合の承諾を得なければならない。 

２ 第１項に基づく、解体撤去企業及び第三者（以下｢解

体撤去実施企業｣という。）の使用は、 

第５６条 事業者は、解体撤去実施企業に解体撤去業務を

請け負わせて、解体撤去業務を実施する。解体撤去実施企

業が請け負った業務の一部を、さらに第三者に請け負わせ

るときは、事前に組合の承諾を得なければならない。 

２ 第１項に基づく、解体撤去実施企業及び第三者（以下

｢解体撤去実施企業｣という。）の使用は、 

Ｐ２７ 

（第６０条） 

修正 維持管理業務を実施するに当たって合理的に要求される範

囲の近隣対策を実施する。 

維持管理業務を実行するに当たって合理的に要求される範

囲の近隣対策を実施する。 

Ｐ２９ 

（第６８条） 

修正 第６８条 本件施設の利用者の責めによる本件施設につい

ての損傷及び事業者の責めによらない事故・火災による損

傷は、組合の責任と費用負担においてこれを修復するが、

事業者は、施設の機能及び性能の維持または回復のために

必要となる緊急、応急的な措置の実施や修繕等の検討及び

実施に協力しなければならない。 

第６８条 本件施設の使用者及び利用者の責めによる本件

施設についての損傷及び事業者の責めによらない事故・火

災による損傷は、組合の責任と費用負担においてこれを修

復するが、施設の機能及び性能の維持または回復のために

必要となる緊急、応急的な措置の実施や修繕等の検討及び

実施に協力しなければならない。 

Ｐ３０ 

（第７０条） 

修正 第７０条 組合は、事業者に対し、維持管理業務に対する 

対価及びその他の費用を、 

第７０条 組合は、事業者に対し、維持管理業務に対する

対価を、 
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Ｐ３０ 

（第７３条） 

修正 

追加 

第７３条 第１３条に規定するモニタリングにより維持管

理業務について要求水準未達が判明した場合、組合は、水

準未達成の程度に応じて、別紙７の定めに従って維持管理

費を減額することができる。 

２ 第１３条に規定するモニタリングにより本件施設の整

備について要求水準未達が判明した場合、組合は、水準未

達成の程度に応じて、別紙７の定めに従って施設整備費を

減額し、又は違約金を請求することができる。 

３ 前項により施設整備費が減額され又は違約金が請求さ

れた場合、別紙７に従い当該要求水準未達成に係る維持管

理費又はその他費用も併せて減額することができるものと

する。 

第７３条 第１３条所定のモニタリングにより維持管理業

務について要求水準未達が判明した場合、組合は、水準未

達成の程度に応じて、別紙７の定めに従って維持管理費を

減額することができる。 

Ｐ３１ 

（第７６条） 

修正 ⑵ 事業者に係る破産手続開始、会社更生手続開始、民事

再生手続開始、特別清算手続開始その他の倒産法制上の手

続について、 

⑵ 事業者に係る破産手続開始、会社更生手続開始、民事

再生手続開始、会社整理手続開始、特別清算手続開始その

他の倒産法制上の手続について、 

Ｐ３３ 

（第７７条） 

追加 ５ 第 1 項に従い組合が出来高部分の買受代金又は相殺後

の残高を解除前の支払スケジュールに従って支払うとき

は、別紙９に示された金利を付すものとする。 

 

Ｐ３３ 

（第７８条） 

修正 第７８条 引渡日以後において、第７６条により契約が解

除された場合、 

第７８条 引渡日以後において、第７６条又は前項により

契約が解除された場合、 

Ｐ３３ 

（第７８条） 

追加 ６ 第１項に従い組合が施設整備費の残額を解除前の支払

スケジュールに従って支払うときは、別紙９に示された金

利を付すものとする。 

 

Ｐ３４ 修正 当該時点の出来高部分に相応する代金を事業者に対して一 当該時点の出来高部分に相応する代金を事業者に対して一
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（第７９条） 括又は解除前の支払スケジュールに従って支払うものとす

る。 

括又は解除前のスケジュールに従って支払うものとする。 

Ｐ３４ 

（第７９条） 

追加 ４ 組合が前項の施設整備費の残額又は出来高部分に相応

する代金を解除前の支払スケジュールに従って支払うとき

は、別紙９に示された金利を付すものとする。 

 

Ｐ３４ 

（第８０条） 

修正 当該時点の出来高部分に相応する代金を事業者に対して解

除前の支払スケジュールに従って支払うものとする。 

当該時点の出来高部分に相応する代金を事業者に対して解

除前のスケジュールに従って支払うものとする。 

Ｐ３４ 

（第８０条） 

追加 ３ 組合が第１項の施設整備費の残額又は出来高部分に相

応する代金を解除前の支払スケジュールに従って支払うと

きは、別紙９に示された金利を付すものとする。 

 

Ｐ３５ 

（第８１条） 

修正 当該出来高分に相応する代金を事業者に対して一括又は解

除前の支払スケジュールに従って支払うものとする。 

当該出来高分に相応する代金を事業者に対して支払うもの

とする。 

Ｐ３５ 

（第８１条） 

追加 ５ 組合が第２項の出来高部分に相応する代金又は第３項

の施設整備費の残額を解除前の支払スケジュールに従って

支払うときは、別紙９に示された金利を付すものとする。 

 

Ｐ３５ 

（第８２条） 

修正 当該出来高分に相応する代金を事業者に対して一括又は解

除前の支払スケジュールに従って支払うものとする。 

当該出来高分に相応する代金を事業者に対して支払うもの

とする。 

Ｐ３６ 

（第８２条） 

追加 ５ 組合が第２項の出来高部分に相応する代金又は第３項

の施設整備費の残額を解除前の支払スケジュールに従って

支払うときは、別紙９に示された金利を付すものとする。 

 

Ｐ３８ 

（第８９条） 

修正 第８９条 組合及び事業者は、不可抗力により、本件施設

について、設計図書に従い建設若しくは工事ができなく

なった場合、 

第８９条 不可抗力により、本件施設について、設計図書

に従い建設若しくは工事ができなくなった場合、 

Ｐ３９ 修正 本業務に関して知った後正当な権利を有する第三者から何 本業務に関して知った後正当な権利を有する第三者から何
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（第９４条） らの秘密保持義務を課されることなく取得したものは除

く。）を自己の役員及び従業員、自己の代理人及びコンサ

ルタント、又は落札者を構成する構成員及び協力企業並び

に本業務に関し事業者に融資する金融機関及びその代理人

以外の第三者に漏らし、又はこの契約の履行以外の目的に

使用してはならない。 

らの秘密保持義務を課されることなく取得したものは除

く。）を自己の役員及び従業員、自己の代理人及びコンサ

ルタント、又は自己の出資者並びに本業務に関し事業者に

融資する金融機関及びその代理人以外の第三者に漏らし、

又はこの契約の履行以外の目的に使用してはならない。 

Ｐ４５ 

別紙２ 

修正 この契約の解除（契約解除の場合。)に伴う各種追加費

用、  

この契約の解除に伴う各種追加費用（契約解除の場

合。)、 

Ｐ５１ 

別紙７ 

修正 別紙７ （第１３条、第７３条関係) 別紙７ （第１３条関係) 

Ｐ５２ 

別紙８ 

削除  ただし、組合が負担する場合において、１回の法令変更に

係る増加費用及び損害の額が１０万円に満たないときに

は、当該増加費用及び損害は生じなかったものとみなす。 

Ｐ５３ 

別紙９ 

追加 別紙９ （第７７条、第７８条、第７９条、第８０条、第

８１条、第８２条関係) 

 

 組合が、出来高の買受代金または出来高に相応する代金

もしくは施設整備費の残額（相殺後のものを含む。）を解

除前の支払いスケジュールで支払う場合の金利の利率は、

(1）基準金利と(2）利ざやの和で構成される。 

１ 基準金利 

支払方法に応じ、別紙３における基準金利の算定方法

に従い、再算定する。 

２ 利ざや 
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該当ページ 内容 新 旧 

契約解除の事由により以下のように定める。 

⑴  第７７条又は第７８条の解除の場合 

上乗せする利ざやは認めない。 

⑵  第７９条又は第８０条の解除の場合 

提案書に記載されている利ざやとする。 

⑶ 第８１条又は第８２条の解除の場合 

提案書に記載されている、融資者から提示のあった

利ざやとする。この場合、構成員である株主からの劣

後融資等は含めない。 

 


